様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022年　3月　2日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）あんどう・はざま
  　　　　　　　　　　　　一般事業主の氏名又は名称　 株式会社　安藤・間
（ふりがな）ふくとみ　まさと
（法人の場合）代表者の氏名 　代表取締役社長　　福富 正人 印
住所　〒107－8685
東京都港区赤坂6－1－20
法人番号　2010401051696　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	安藤ハザマVISION2030・中期経営計画

	公表日
	安藤ハザマVISON2030・中期経営計画
2020年2月12日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	◆当社社外ホームページに公開
安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/ir/plan/HAZAMA-ANDO_VISION2030,Medium-TermManagementPlan.pdf
· 長期ビジョン・（P.1、P.2）
· 中期経営計画（P.1、P.4～P.12）

	記載内容抜粋
	安藤ハザマVISON2030・中期経営計画
【長期ビジョン】
· 当社グループの長期ビジョン安藤ハザマVISION2030～「イノベーションの加速で新たな価値を創造」~を新たに定めました。継続的かつ戦略的な成長投資を行いながら、本業の更なる強化に加えて建設外事業の強化による事業ポートフォリオの変革を実現し、2030年度（2031.3期）には連結経常利益に占める建設外利益を25％まで引き上げることで、収益基盤をより強固なものにしていきます。ビジョンの柱を「お客様価値の創造」「株主価値の創造」「環境価値の創造」「従業員価値の創造」と定め、更なる企業価値の向上を目指します。
【中期経営計画】
· 2020年度を将来ビジョンの実現に向けた新たなスタートの年と定め、1年前倒しで新中期経営計画（2021.3期~2023.3期）を策定しました。当社グループはこれからも安全と品質にこだわり、公正で誠実な企業活動を通じて、社会から信頼され、社会とともに成長する企業グループを目指してスピード感をもって邁進して参ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・取締役会で承認後、社内外に公表




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
コーポレートレポート2021

	公表日
	安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
2020年2月12日
コーポレートレポート2021
2021年9月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・当社社外ホームページに公開
安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/ir/plan/HAZAMA-ANDO_VISION2030,Medium-TermManagementPlan.pdf
· 1,はじめに 「安藤ハザマ VISION2030」および「新中期経営計画」策定にあたって(P.1)
· 【事業を支える2つの柱】（P.3）
コーポレートレポート2021
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/sustainability/2021/CR/CR2021_All.pdf
· 中期経営計画　現在の注力ポイントと進捗状況
（P.14、P.29、P.31）
· 中期経営計画期間3か年の投資計画と予実績
（P.10）

	記載内容抜粋
	コーポレートレポート2021（P.14、P.29、P.31）
【中期経営計画　現在の注力ポイントと進捗状況】
· 建設事業のDX化推進、LCS事業の開始に加え、安定収益確保、事業構造変革に向けた成長投資の開始などに注力している。
· 技術開発など
· BIM活用によるフロントローディング推進ほか、建設事業のDX化を推進し、生産性、品質向上に資する取り組みを継続 
· 現場サポートシステム「SCAI」の開発
スケジュールや気象情報、業務システムへのリンク、各種周知事項などを、タブレットを介し直観的に確認・共有ができるシステム
· LCS（ライフサイクルサポート）事業
· 新築部門との連携、ワンストップサービスの展開による、LCS事業（リニューアル、維持管理）の拡充、顧客基盤の拡大
· 環境配慮技術への取り組み
· 次世代エネルギーマネジメントシステム、ZEB技術の実案件適用に向け実証試験と効果の検証を継続自社物件も含めZEB等の環境技術（実績）のさらなる蓄積・展開
· 働き方改革
· 生産性の高い新しい働き方に向けて、制度拡充、ペーパレス化推進、通信等の環境整備
· 土木事業
· 蓄積した技術力とデジタル技術を融合させた情報化施工技術を工事に展開し、施工の自動化や省力化を加速し、生産性を向上していくことが重要であり、閉所をはじめとした働き方改革に積極的に取り組んでいきます。
· 山岳トンネル統合型掘削管理システム（i-NATM）の開発推進
· 建築事業
· BIM活用をより実案件での運用促進を図ることで、「設計・積算といった受注段階での提案力向上」と「着工後の施工BIMの活用による生産性向上とコスト競争力・現場力の強化」を推し進め、事業量の確保を図っていきます。
· AI、BIMを活用した生産性向上技術・管理システムの開発、PCa部材の活用拡大技術
· 自律走行式ひび割れ検査ロボット開発
· スマートウォッチを活用した安全管理システム開発


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	・取締役会で承認後、社内外に公表




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
· 1,はじめに 「安藤ハザマ VISION2030」および「新中期経営計画」策定にあたって(P.1)

	記載内容抜粋
	◆社長直轄部であるイノベーション部を設置
安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
· 各種施策を加速して更なる成長を図ることを目的に、本社組織を中心に大規模な機構改革を実施しました。従来の土木・建築事業別の組織を改編し、営業本部と建設本部を新設するとともに、各種イノベーション施策を牽引する専門部署を新設するなど、体制の整備。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1  安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
· 【事業を支える2つの柱】（P.3）
2  コーポレートレポート2021
· 中期経営計画期間3か年の投資計画と予実績
（P.10）

	記載内容抜粋
	1 安藤ハザマVISION2030・中期経営計画
· 安藤ハザマ VISON2030において総投資額10年間で1000億円以上の成長投資を計画している。
2 コーポレートレポート2021
· 中期経営計画において3年間で約250億円の投資を行い、そのうちイノベーション投資・技術開発投資に120億円を投資する計画である



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	コーポレートレポート2021

	公表日
	【コーポーレートレポート2021】
2021年9月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	◆当社社外ホームページに公開
コーポレートレポート2021
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/sustainability/2021/CR/CR2021_All.pdf
· コアSDGsの設定、KPIの開示（P.16）


	記載内容抜粋
	コーポレートレポート2021
· 4つの価値創造テーマの持つ社会インパクトの可能性を十分に発揮するため、それぞれのマテリアリティに対して、優先的に貢献を目指す「コアSDGs」を設定しました。SDGs達成に向けた当社の行動内容を明確にしつつ、中期経営計画「Chapter I」の非財務パフォーマンスの向上を目指します。また、マテリアリティに即したサステナビリティ戦略の実行の可視化に向けて、コアSDGsに則したKPIを開示しました。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2021年5月
2 2021年9月10日

	発信方法
	1 社外ホームページ_トップメッセージ
https://www.ad-hzm.co.jp/ir/message/
2 コーポレートレポート2021
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/sustainability/2021/CR/CR2021_All.pdf

	発信内容
	1 トップメッセージ
· 施工の省力化・自動化に向けたDXへの取り組み等と共に、建設業と親和性の高い建設外事業に積極的に取り組むことで事業ポートフォリオの変革を図り、事業環境の変化に柔軟に対応できる体制を構築してまいります。
2 コーポレートレポート2021_P,11
【事業を取り巻くリスク】
· 顧客からのデジタルトランスフォーメーション（DX）対応要望
【社会に貢献し、共栄する機会】
· 低炭素ソリューション、省人化ソリューションなどへの、社会的期待の高まり
· ものづくりのDX化推進による、さらなる価値創造、効率化。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	◆2013年4月から継続実施中

	実施内容
	サステナビリティレポート2021_P,33
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/sustainability/2021/SR/SR2021_All.pdf
· 内部統制システム全般に関する取締役会の諮問委員会として「内部統制委員会」を設置し、内部統制システム全般の有効性・運用状況・改善策、リスク管理体制の整備・運用・見直し等について審議し、取締役会に答申しています。また、内部統制委員会の下部組織として設置した「リスクマネジメント小委員会」では「リスクマネジメント規定」に基づき、当社全体で対応すべき重要なリスクの抽出と評価、各部門の対応状況のモニタリングを行い、内部統制委員会がこれらを定期的に検証します。
※「DX推進指標」自己診断フォーマットを添付



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	◆2013年4月から継続実施中

	実施内容
	サステナビリティレポート2021_P,33
https://www.ad-hzm.co.jp/assets/pdf/sustainability/2021/SR/SR2021_All.pdf
[bookmark: _GoBack]◆当社では中期経営計画においてICTの活用を推進しており、情報セキュリティ対策を重要な経営課題と捉え、リスクを軽減するための施策を強化しています
· ルールの制定
体制・役割・社員の実施事項等の情報セキュリティに関する規定類を定め、社員に周知しています。
· 資産の一元管理
情報システムに関わる資産を一元管理し、対策の確実な実施およびアクシデント発生時の対応の迅速化に備えています。
· 物理的対策
各種ツール類を計画的に導入・更新を行い、リスクの自動での低減を図っています。
· 人的対策
教育・棚卸・監査を継続的に実施し、物理的に止められないリスクの低減を図っています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

